
◆

◆民間マンションの耐震診断・耐震改修補助制度

◆分譲マンション勉強会支援アドバイザー派遣制度

◆分譲マンション長期修繕計画作成費助成制度

◆分譲マンション管理計画認定制度

分譲マンションの管理組合等が実施する勉強会を支援するため、講師として一級建築士
や弁護士等の専門家を無料で派遣し、一般的なアドバイスを行います。

長期修繕計画の作成又は見直しを行う管理組合に対して、作成費用の一部を補助します。

◆分譲マンション再生検討費助成制度
再生（改修や建替え等）に向けた検討を行う管理組合に対して、検討費用の一部を補助
します。

管理運営状況や長期修繕計画など、マンションの管理計画が一定の基準を満たす場合、
「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に基づく認定が受けられます。

公的団体や、建築・法律等の専門家団体等が連携して、分譲マンションの管理組合を支
援します。登録組合には、セミナーの開催案内や情報誌等を無料で送付します。

◆分譲マンション管理適正化支援アドバイザー派遣制度
築30年以上で管理に課題を抱える分譲マンションの管理の適正化を支援するため、
マンション管理士等の専門家を無料で派遣し、解決に向けたアドバイスを行います。
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　平成 30 年 6 月に大阪府北部を震源とする地震が発生し、また同年 9 月には台風 21 号が
近畿地方を縦断しました。今後も大阪市において、地震・津波、風水害による被害が想定され、
大規模災害に対して備えを行うことがますます重要になっています。
　大規模災害が発生した場合、マンションではライフラインが途絶える可能性が高く、復旧
までの水・食糧の確保や、高層階にお住まいの方への生活支援などの対策が必要になります。
また、その間の生活を支えるために、管理組合や自主防災組織を中心とした支え合いの活動が
不可欠です。
　本市では、平成 21 年度からソフト・ハード両面で防災力が強化されたマンションを認定する

「大阪市防災力強化マンション認定制度※」を実施し、災害に強いマンションの誘導を図って
きました。しかし、これまで既存マンションについては新たなハード整備が難しいため、新築
マンションと比べて認定が進んでおらず、既存マンションの防災力の向上が課題となってい
ます。
　こうした状況を踏まえ、既存マンションの防災力のさらなる向上を図るため、「防災力向上
アクションプラン」策定を支援するマニュアルを作成しました。本マニュアルでは、既存マン
ションでも取り組みやすい具体的な事例を紹介しています。お住まいのマンション管理組合に
おいて、「防災力向上アクションプラン」を策定し、防災力の向上に取り組んでいただけると
幸いです。
　なお、マニュアルは「基本編」と「対策編」で構成しています。基本編では、アクション
プラン策定のきっかけとなるように基本的な内容を、対策編では、具体的な災害に対する備え
について、それぞれ紹介しています。

　令和６年４月から、既存マンションがより認定取得しやすくなるよう制度を見直し、
２つの認定タイプ「新築型」「既存型」を設けております。


